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 入札不調となった場合の取扱い 本工事の
入札が不調となった場合、不調特命見積協議
方式に移行する場合がある。
なお、不調特命見積協議方式とは、あらか
じめ発注者の所定の手続において不調特命見
積協議方式に移行することとしている工事が
入札不調になった場合、「契約制限価格」を「契
約目安価格」に読み替え、最低入札価格提示
者などの特定の１者を協議相手として選定
し、見積書の内容について確認協議を行い、
見積書の内容が妥当であると認められた場合
は、提示された見積価格が契約目安価格を上
回った場合でも協議後の価格で契約締結する
ものである。
 落札決定を取消した場合の措置等 申請書
等に虚偽の記載をした者は、本工事の競争参
加資格の確認を取り消すとともに、「中日本高
速道路株式会社工事・調査等の資格登録に関
する要領」に基づく資格登録停止を行うこと
がある。
また、入札者の故意又は重大な過失により
入札書が無効となった場合は、当該入札者に
対し、資格登録停止を行うことがある。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
ては、契約保証金の額を請負代金額の10分の
３以上とするとともに、前払金の額を請負代
金額の10分の２以内とする。
なお、本措置は工事が進捗した場合の部分
払の請求を妨げるものではない。
 専任の主任（監理）技術者の配置が義務付
けられている工事において、調査基準価格を
下回った価格をもって契約する場合において
は、主任（監理）技術者とは別に同等以上の
要件を満たす技術者の配置を求めることがあ
る（入札説明書参照）。
 申請書等の作成及び提出に要する費用は原
則として提出者の負担とする。
 提出された申請書等は、原則として返却し
ない。
 手続における交渉の有無 無
 契約書作成の要否 要
 本工事に直接関連する他の工事の請負契約
を、本工事の請負契約の相手方と特命契約に
より締結する予定の有無 無
 関連情報を入手するための照会窓口・手続
に関する問い合わせ先は、上記５に同じ。

 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる競争参加資格の認定を
受けていない者も上記５により申請書等を
提出することができるが、入札に参加するた
めには、競争参加資格確認結果通知の日まで
に、当該資格の認定を受けていなければなら
ない。
 本工事は、競争参加資格において「配置予
定の技術者等」の配置基準を設けず、契約締
結後の設置要件とする工事である。
 契約締結後に配置する技術者の要件 本工
事に設置される主任（監理）技術者は専任で
配置しなければならない。なお、専任を要す
る期間は、工事現場が稼働している期間（準
備工の期間を含む。）とする。
現場代理人又は主任（監理）技術者のうち、
いずれかの者が従事役職にかかわらず元請と
してしゅん功した次に掲げる工事経験を有す
ること。途中交代する場合も、同等以上の工
事経験を有すること。
求める経験
電波法で定める基地局の無線設備につい
て、機器の設置及び試験調整を実施した
工事
・工事経験について、工事のしゅん功した
年度については問わない。
・特定建設工事共同企業体又は経常建設共
同企業体の構成員としての施工実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限
る。乙型の特定建設工事共同企業体とし
ての実績は、協定書の分担工事の実績の
み実績として認める。ただし、現場代理
人としての経験においては、共同企業体
の形態及び出資比率にかかわらず経験と
して認める。

 詳細は入札説明書による。
７ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Kiyohisa Kondo, Director

General of Nagoya Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited.

 Classification of the services to be pro‑

cured : 41

 Subject matter of the contract : Replace‑

ment work of ETC (Electronic Toll Collec‑

tion System) ｆacilities in Tokai‑Hokuriku
Expressway Gujo Hachiman interchange

and 28 other interchanges.

 Due date for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 P.M. 8 April 2019

 Due date for the submission of tenders by

electronic bidding system : 4 : 00 P.M. 26

June 2019. (If brought with you, 4 : 00 P.M.

26 June 2019.)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese

 Contact point for tender documentation :

Assistant Manager of Contract Team, Gen‑

eral Affairs and Corporate Strategy De‑

partment, Nagoya Branch, Central Nippon

Expressway Company Limited. 21819,
Nishiki, Naka‑ku, Nagoya, 4600003 Tel.
0522221447

資料提供招請に関する公表
次のとおり一般競争入札を予定していますの

で、当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 31 年３月７日
国立研究開発法人国立がん研究センター

理事長 中釜 斉
◎調達機関番号 819 ◎所在地番号 13
〇第 39 号
１ 調達内容
 品目分類番号 71、28
 購入等物品及び数量 多地点ＴＶ会議シス
テム及びＡＶ設備更新
 調達方法 購入等
 導入時期 平成31年度 第４・四半期
 調達物品に必要とされる基本的要求要件
詳細は導入説明書による。

２ 資料及びコメントの提供方法 上記１に関
する一般的な参考資料及び同の要求要件等に
関するコメント等の提供を招請する。
 資料等の提供期限 平成31年４月７日17時
00分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1040045 東京都中央区築地
５１１ 国立研究開発法人国立がん研究
センター 総務部総務課調達企画室 電話
0335422511 内線2163

３ 説明書の交付 本公表に基づき応募する供給
者に対して導入説明書を交付する。
 交付期間 平成31年３月７日から平成31年
４月７日まで。
 交付場所 上記２に同じ。
４ その他 この導入計画の詳細は導入説明書に
よる。なお、本公表内容は予定であり、変更す
ることがあり得る。

意見招請に関する公示
次のとおり調達物品の仕様書案の作成が完了し
たので、仕様書案に対する意見を招請します。
平成 31 年３月７日
警察庁長官官房会計課理事官 福田 英之

◎調達機関番号 009 ◎所在地番号 13
〇第 804 号
１ 調達内容
 品目分類番号 14
 購入等物品及び数量
解析用高速演算装置（2019型） １式

２ 意見の提出方法
 意見の提出期限 平成31年３月27日17時00
分（郵送の場合は必着のこと。）
 提出先 〒1008974 東京都千代田区霞が
関２１２ 警察庁情報通信局情報技術解
析課企画第二係 電話0335810141

３ 仕様書案の交付
 交付期間 平成31年３月７日から平成31年
３月27日まで。
 交付場所 上記２に同じ。

５ Summary

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Multipoint TV conference sys‑

tem and AV equipment update

 Basic requirements of the procurement :

Details are shown on the description docu‑

ment

 Time‑limit for the submission of com‑

ments : 5 : 00 P.M. April 7, 2019

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Policy Planning Division, National Can‑

cer Center, 511, Tsukiji, Chuo‑ku,
Tokyo, 1040045, Japan. TEL 033542
2511 ext. 2163
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